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The main purpose of this paper
is to study the relations between the urban po-

pulation size and the basic-nonbasic ratio･ Employed persons working outside the

city of their residence
are also considered basic･ because they bring wages into theL

city. Tile results
are following:

(1) The greater the urban population size becomes, the more the basic-nonbasic

ratio. Generally speaking, the basic-nonbasic ratio in the cities surrounding

Great Cities is smaller than in other cities of the
same size.

(2) Each city has the "true" basic-nonbasic ratio, which is comparatively constant･

(3) Both the population and the nonbasic activity have
a very close connection

with the basic activity.
But each of them tends to increase partly independent

of it.

は じ め に

郡市の経済活動は,都市外部の需要に応じて営まれる

ものと都市内部の需要に基づくものとに分割できる｡前

者の活動は生産した財貨やサービスを他地域へ提供する

ことにより都市内部-所得をもたらす｡都市はまた逆に

外部から各種の財を移入するが,その費用は上記の所得

でまかなわれる｡さらに都市へもたらされた所得の一部

ほ,都市内部での財の購入に支出され,再び内部におい

て所得を生み出す｡それ故この活動ほ,郡市の存立発展

の基盤になっているという意味で, Basic Activity(塞

盤活動,以下B活動と表記する)と呼ばれる｡これに対

して後者の活動は,ただ都市内部で所得の授受を生ずる

にすぎず,都市の発展を直接左右するものでないため'

Nonbasic Activity (非基盤活動,以下N活動と表記す

る)と称せられる｡

このように都市の経済活動を二分割して都市を考察し

ょうとする考え方ほ, Economic Base Theory (経済

的基盤説)と呼ばれ,早くから理論の体系化に努力が払

われてきた｡もともとこの理論ほ地域(都市)の将来人

75i

口を予測するための実用的手段として考え出されたもの､

であるが,予測の手段としては多くの批判をうけておh

り,むしろその有用性ほ都市の経済活動を地域間の結合一

関係においてとらえる点に認められてきた.実際にこの･

理論を現実の都市に適用するにあたって分析の中心は,

当該都市のB活動とN活動とを量的に測定し,それをも

とにしてBasic-Nonbasic Ratio(基盤対非基盤活動のり

比率,以下N/B比率と表記する)を計量することにお-

かれる｡アレキサンダーによれば,この比率ほ郡市の比1

較研究にとって有力な尺度になるという｡1)

かつて筆者は,わが国の都市を事例にして,アレキサー

ンダーが経済的基盤説に課した問題のいくつかについて

検証を試みた｡2)その結果,大都市地域外に立地する都･

市群の間にほ,ある人口規模間隔別ごとに独自のN/B

比率が存在することが明らかになったo しかし,大都市テ

周辺の諸都市については,他地域の同じ規模の都市より

も高いN/B比率を示すものの,ばらつきが極めて大き-

く,規則的な対応関係を認めることができなかったo
こ･

の検討を通じて聾者ほ,都市の比較研究においてこの比▲

率が真に意味のある尺度となるためには,これらの郡市
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を同じ基盤の上で把撞できるようにこの理論を一般化す

る必要性のあることを痛感した｡本稿では,このための

Ⅳ/B比率の修正について考案し,その上に立って人口

規模の変動とN/B比率の対応関係を調べ, ｢B活動の

増加が人口の成長をひきおこす｣という経済的基盤説の

中心論点に検討を加える｡

1.人口規模とN/B比率の関係

1･1 N/B比率の計量法

B活動とN活動を計測する方法はいくつかあるが,こ

こでは次のような Macrocosmic Method (全域的方

･法)と呼ばれるものを採用した｡

Ei
S-ei-Ti;let

ただし, S :剰余数(B活動)

EL :全国の人口または従業者数

Ei :全国のi産業従業者数

et,ei :当該都市のそれ

この式によって計算された結果がポラスを示すとき,

それは都市外部の需要に応える従業者がいることを意味

する｡したがって剰余数ほB活動従業者数とみなすこと

ができる｡ゼロないしマイナスならば,その都市の≠産

業にはB活動従業者が存在しないことになる｡一方, N

活動従業者は当該都市に実在する従業者(実在数)とB

活動従業者の差であらわされる｡その際,当該都市の必

要とする従業者数が実在数を上廻る場合には,実在数は

全てN活動従業者とみなされる｡この方法によって当該

都市の各産業についてB活動とN活動の従業者数を計測

し,それによってその郡市の従業者全体についてのN/

B比率を算出する｡

なお,資料にほ昭和41年事業所,%計の鉱業(D)以下

サービス業(L)までの従業者数と昭和40年国勢調査の

従業地による公務就業者数を用い,鉱業,製造業,卸･

I/J＼売業,運輸通信業,サ-ビス業は中分類別に計算を行
なった｡またet, Etについては,昭和40年産業連関表

(生産者価格)で各産業の産出先を検討し,最終需要部門

が過半数を占める場合にはそれぞれに人口を,中間需要

部門が過半数を越える時にはI)-L産業の全従業者数,

そのうちで特に幾つかの産業が著しく高い比率を占める

場合にほそれら産業の従業者数を使用した｡

1･2 Ⅳ/B比率の修正

先にも触れたように,前稿において上述の方法により

算出したN/B比率と人口規模との関係を検討したとこ

ろ,大都市地域外に立地する都市群にほ両者の間に一定

の対応関係が認められるのに対し,大都市周辺の諸都市

には規則的な関係を看取することができなかったoその

.際この理由に関連して,域外就業者(他地域への通勤者)

の多い都市ほどN/B比率が高くなる憤向のあることを

指摘したが,このことは次のように一般化して考えるこ

とができる｡すなわち,他地域への通勤者ほ,域外就労

(他地域への労働力の提供)によって外部から居住地へ所

得をもたらすので,経済的基盤説の観点に立てば, B活

動従業者と同じ機能を果たしているといえる｡したがっ

てN/B比率の計量にあたってほ,前述の方法で計測し

たB活動従業者数に通勤者数を加えたものを当該郡市の

B活動量として用いるべきであろう｡通勤者のもつこの

ような機能を看過することにより,いわゆるベブナタウ

ン的性格の強い都市ほど, B活動量が過少に評価され,

その結果N/B比率が過大評価されたものと思われる｡

そこで,この点を考慮に入れてN/B比率の修正を試み

ることにした｡

資料には昭和40年寓勢調査の他市町村への通勤者数を

使用するが,ここで注意しなければならないのほ,産業

分類がほとんど同じであるにもかかわらず,調査の精度

や同一時期の資料でないなどの点から, 2つの統計書の

従業者数が郡市によりかなり異なることである｡両者の

統計数値を併用するため,対象とする郡市を,前稿で取

り上げた都市のうち,両統計書のD-L産業従業者数の

差が10%以内のものに限定し.[J｡その都市名を示せば表

1に掲げるとおりである｡･f)

1･3 対応関係

この節では,各都市の人口規模と修正N/B比率の関

係を検討する｡すなわち, 1) N/B比率を修正すること

により人口規模との間にどのような対応関係がみられる

ようになったか, 2)それらの対応関係を生み出してい

る理由ほ何か,この2点に関する考察が本節の課題であ

る｡

まず,第1の課題について検討する｡この考察のため

に,表1の資料のうち,各都市の人口とN/B比率の関

係を半対数グラフ上に示すと図1のようになる｡これら

の図表を検討することによって次の諸点を知ることがで

きる｡

(1)まず注目されるのほ,対象都市全般にわたって人

口規模の増大と共にN/B比率が大きくなる傾向が読み

Po puLltion

Fig. 1 The relation between population and

basic一皿onbasic ratio
･ : city surrounding Great Cities

x :other city
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Table 1 Basic activity, nonbasic activity and basic-nonbasic ratio in 1966

1 T6ky6

2 ()saka

3 Nagoya

4 Yokohama

5 K6be

Population

8, 675, 167

3, 122, 335

1, 983, 731

1,814, 012

1, 225, 053

Nonbasic

Activity

(N)

3, 545, 498

1, 437, 803

834, 541

571, 715

410, 954

Basic Activity i N/B Ratio

B2 】N/Bl lN/Bl+B2

77･

1, 569, 025

707, 827

262, 083

134, 084

140, 954

16
Kitaky白sy丘

7 Kawasaki ※

8 Sapporo

･9 Hukuoka

10 Kirosima

ll Sendai

12 Kumamoto

13 Sizuoka

14 Himezi

15 Niigata

16 Kagosima

17 Nisinomiya ※

18 Kanazawa

19 0kayama

20 Hakodate

21 K6ti

22 Kure

23 Hunabasi ※

24 ロrawa ※

25 Omiya
･X･

26 Omuta

27 Hati6zi
･X･

28 Itikawa ※

29 0taru

30 Huzisawa ･X･

31 Kusiro

32 Morioka

33 Muroran

34

35

36

37

Hitati

Ya°

Matudo ※

Akasi ※

i……?teapmp:
い=Iusasino

1, 095, 215

844, 128

780, 693

765, 684

520, 935

335, 498

277, 310

249, 483

253, 905

184, 831

99, 786

111, 752

141, 464

122, 971

106, 797

492, 358

419, 275

375, 167

374, 236

360, 669

344, 824

339, 231

338, 402

310, 495

243, 718

239, 764

230, 986

230, 803

224, 425

221, 738

155, 489

122, 031

122, 261

126, 895

121, 919

83, 675

55, 989

44, 405

41, 479

51, 732

100, 086 】 38,865

72, 671

120, 696

108, 260

75, 301

77, 797

70, 315

48, 251

54, 532

9, 762

47, 203

53, 451

35, 846

31, 482

26,156 :

10,416 ∃

8,905 1

58,651 】 16,163 j

178, 046

116, 598

39, 904

233, 058

69, 689

1,931 ㌢ 2.58

84, 986

4, 588

5, 832

2. 426

7. 44

2. 56

2. 03

2. 10

3,304毒 2.47

10,592巨 2.69
r

52･822:
4･63

52,183 F 6.12

43,218!
3.63

217,629 E 51,820 ∃ 29,688 i 3,809 ≡ 1.75

214, 450

208, 784

205, 097

187, 252

182, 224

179, 788

178, 517

177, 498

169, 802

165, 679

164, 855

141, 436

132, 923

132, 807

58,117 1 21,294 ～

49,129巨 7,607 ;
55, 178

43. 714

51, 961

53, 345

45, 544

50, 444

41, 706

34. 777

20,064 】

16,607 】

24, 439

30, 403

23, 980

39, 172

10, 351

43,192 i 15,705喜

32,968 】 17,479 i

33,260i
12,978≧

29,432E 13･286i

Bl : Basic employments

B2 : Persons working outside the city of residence

※ : City surrounding Great Cities

28,467萱 2.73

52,276 】 6.46

6,680 1
34,201 】

38,349E 5･63

25,597 i 2.75

4,044∃ 1･89

24,486 1 2.56

39,0021
2.22

2. 03

1. 74

2. 76

1. 56

1.95

3.ll

1. 13

1.72

1.91

1. 52

1. 74

2. 02

2. 32

2. 35

2. 19

岳喜:4757
I 2.33

弓1.83
1･97

- 2.24

1;:…三
l

! 0. 89
1

1 0. 99

1. 55

1. 17

0.82

2. 06

0. 86

2. 08

1.64

1.85

1.19

0. 94

0. 78

1.05

1.53

0.89

0. 56

次真義へつづく
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population ∫
Nonbasic

Activity

(N)

Basic Activity

BI J B2

N/B Ratio

N/Bl lN/Bl+ち

41 Hirakata ※

42 Kamakura ･X･

43 Ty6hu
･X･

44 Ibaraki ※

45 Neyagawa ※

46 Matida ※

47 Otu
･x･

132, 330

123, 087

122, 519

121, 735

119, 656

119, 555

117, 336

48 Tigasaki ※ 1 103,884

49 Kawati ※

50 Kadoma ※

51 Tomakomai

52 Seto

53 S5ka

54 Koganei
･X･

55 上Iigasimurayama ※

93, 220

92, 346

25, 403

27, 000

24, 621

27, 902

24, 024

23, 829

39, 383

22, 005

20, 276

21, 006

6,817

10, 374

14, 106

10, 612

4, 467

3, 014

20, 457

4, 266

10, 652

21, 492

30, 545

26, 897

28, 638

26, 955

31, 918

26, 118

13, 302

22, 850

21, 057

25, 049

88, 351

87, 105

82, 244

77, 674

77, 083

22, 990

20, 368

ll, 330

19, 790

‡…:三…三≡二≡主;
11･262i

2･316

537

6, 457

17, 789

22, 727

19, 611

71 Izumi-6tu
･x･

72 Akabira

73 Naze

74 Easi‡1ara ※

75 Zy6ban

76 Otake ※

77 Nakama ※

78 Yamada

52, 424

49, 573

44, 810

44, 715

43, 007

39, 083

35, 083

22, 266

Bl : Basic employments

B2 : Persors working outside the city of residence

※ : City surrounding Great Cities

13, 230

20, 451

16, 527

5, 049

0･82 1

喜…重量i
2･03 j l･94
1･03 i 0.74
2.99 i 0.80
2.99 ∃ 0.47

1

4.86 】 0.51

毒‡§…i
oi:･:妻享32. 02

4. 72

2. 46

2. 25

7,029室 1.78

16, 776

13, 103

13, 053

2, 011

13, 505

H::i i
i o.55!

書壬:≡;∃
0.49

0. 66

0. 79

0.65

0. 65

0.81 】 0.57



名古屋工業大学学報 第25巻(1973)

取れることである｡この点はN/B比率の修正以前には

みられなかったことである｡

(2)この傾向は,対象都市を大都市周辺諸都市とその

他の都市群とに分けると,いっそう明瞭になる｡それぞ

れの都市群の間にN/ち-0.42logP-1.34 (r-0.583),

N/B-0.62logP-1.56 (γ-0.624)の関係式が成り立

ち,人口規模の増大に伴って共にⅣ/B比率が微増なが

ら大きくなることが確認できる｡また同じ規模の都市で

は, N/B 比率の修正以前とほ反対に,大都市地域外の

郡市の方がより大きな比率を示す｡

(3)さらに後者の都市群には次のような特徴が指摘で

きる｡これらの都市のN/B比率ほ,若干の例外を除き,

ある人口規模間隔において一部要一定の比率を保ち,右上

りの直線に沿って規模間隔別ごとに高低の変化を繰り返

しながら段階的に増大していくことである｡この結果,

一定の人口規模間隔に対する一定のⅣ/B比率という対
応関係が認められる｡その対応関係ほ, (i) 20万前後以

下, (ii) 20万前後.-50万, (iii) 50ノー80万, (iv) 100.-

200万, (Ⅴ)300万以上,の5つの人口規模間隔に存在す

るo これを5類型として取り出し,各類型に属する都市

の性格を概観しておく｡

(4) i類型の郡市のN/B比率は,他の類型に比べて

ばらつきが大きいが,概ね1.1.-1.7の比率を示す｡こ

のことほ,この規模の都市においてほ各都市の産業構成

･位置･歴史などによりかなり左右されるためと考えら

れる｡この点については稿を改めて検討したい｡

ii類型の郡市は,県庁所在地を主体とする地方中心都

市で, 2.0-2.4の比率を示す｡

iii類型は札幌･福岡･広島･仙台といった広域的な

地方*･b都市から成り, 1.5.-1.9の比率をもつ｡

ivおよぴⅤ類型の都市は,全国的な副中心ないしほ大

工業地帯を背後に控えた大都市と,全国的な中心である

巨大都市で,それぞれ2.0.-3.1, 1.7-2.0の比率を示

す｡4)

以上の検討によって,人口規模の増大と共にⅣ/B比

率が増大傾向を示すこと,しかも同じ規模の郡市では大

都市周辺諸都市のN/B比率が小さいこと,さらに大都

市および大都市地域外の都市群には段階的なN/B比率

の存在することが判明した｡そこでつ･5に,これらの特

徴の生成が何に起因しているかを検討する｡この考察の

ために,表1の資料をもとに図2および図3を作成し

た｡これらの図表を検討することによって次の諸点が理

解できる.

(1)各都市の人口とN活動との間の相関係数ほ0.991

と極めて高いが,対象都市を大都市周辺諸都市とその

他の都市群に分けると,それぞれのグループの間にほ

logN-1.lllog P-1.22(γ-0.976), IogN-1.15log

Z

9

賢
古
き

79

Poplkt bn

Fig.2 The relation between population and.

nonbasic activity

質
o>
亡

i.
Ei

PoFXJ ht brl

Fig.3 The relation between population and

basic activity

P-1.38(γ-0.997)の関係式が成り立ち,大都市周辺諸

都市の方がばらつきが大きく,かつN活動の少ないこと

が判明する｡またこれらの回帰線の傾きをみると,とも

に1以上を示し,人口規模の増大の割合よりN活動のそ

れの方が大きいこと,とりわけ後者の都市群においてよ
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り大となることがわかる｡これらのことは,大都市周辺

諸都市の方が他地域への依存度が高く,その程度が都市

によ_り異なること,また都市の規模が大きくなればなる

掩どN活動が乗数効果によって増加していくことを物語

る｡

(2)人口とB活動との間にも0.932という高い相関係

数が存在するが,さらに2つのグループに分けた場合,

大都市周辺諸都市にほlogB-0.90logP-0.04 (γ-

0.968),その他の都市群にほlogB-0.94logP-0.40

(γ-0.950)の関係式が成り立ち,両者の相関がより緊

密になること,さらに前者のグル←プの方がより多くの

B活動をもつことがわかる｡このことが.意味する内容

紘,先の検討の結果と合せて考えると次のようにいえ

る｡大都市周辺諸都市の方が他地域との相互依存関係が

強く,その結果B活動ほ多くなり,反対にN活動ほ少な

くなると｡

また,これらの回帰線の傾きは共に1以下を示してお

り,人口規模の増大の割合に比較してB活動のそれが小

さいこと,特に前者のグループにおいてより小となるこ

とがわかる｡

(3)上述の回帰線に関する考察を総合すると次の2点

が判明する｡その1つほ人口規模の増大の割合に対して

N活動のそれが大きく,かつB活動のそれが小となるこ

と,他の1つは大都市周辺諸都市が他地域の同じ規模の

都市より多くのB活動と少ないN活動をもつことであ

る｡前者が小都市に比べて大都市のN/B比率を高くし,

後者が大都市周辺諸都市のN/B比率を低くしている理

由である｡

(4)大都市および大都市地域外の都市群の人口とN活

動, B活動との間の2つの回帰線を注視すると次の点に

気付く｡すなわち, N活動がほぼ回帰線に沿って配列さ

れるのに対し, B活動ほある人口規模間隔別ごとに回帰

線の上方と下方とにわかれ,その程度が異なることであ

る｡このようなB活動の段階的な集積が一定の人口規模

間隔に対応する一定のN/B比率を生み出している理由

である｡

2.一 人口変動とN/B比率の関係

2･1対象都市の抽出

この節では,次節以下で考察の対象とする都市の抽出

を行なう｡対象都市は,前章で取り上げた都市のなかか

ら,次の2点を考慮に入れて抽出した｡

その1つは,昭和38年, 41年およぴ44年の事業所統計

の資料を使ってこの3カ年の各都市の人口規模と N/B

比率の変動関係を考察するため,人口増減の状況を調べ

たoそれによると,昭和38年から44年までの6年間に,

10%以上減少した都市は僅か5都市にすぎないのに対

し, 10%以上増加した都市ほ71を数える｡とくに大都市

周辺諸都市の増加が著しく, 20%以上増加した都市が35

ある｡そこでひとまず, 10%以上減少した都市と,大都

市地域外で10%以上,大都市周辺で20%以上増加した都

市を対象都市として抽出する｡5)

他の1つほ,国勢調査の通勤者と公務就業者の数値を

併用するため, 2つの統計書の従業者数を比較検討し

た｡そして,次の2つの条件を満たす都市に限定した｡

まず昭和38年について,事業所統計のD.-L産業従業者

数と国勢調査の昭和35年, 40年および両年次のそれの平

均値とを比較し,その3つの差がともに10%以上になる

都市を除いた(10%以内の差が複数ある場合にほ最も/J＼

さいときの通勤者と公務就業者の数値を用いた)06)次に

昭和44年について45年国勢調査の就業者数と比較したと

ころ,調査時点に15月間の開きがあるためか,両者の従

業者数の差が10%以内の都市が短めて少ない｡そこで44

年については抽出の基準値を15%まで拡大した｡

こうして抽出された都市名を示せば表2に掲げるとお

りである｡

2･2 対応関係

ハリスによれば, NノB比率でもって都市の人口変動

を説明するためには,各都市においてこの比率が長期に

わたり比較的安定していることが必要であるという｡7)

N/B比率が一定に保たれてこそ,こB活動の増加がN活

動および人口の増加をひきおこす可能性が期待できるか

らである｡そこでまず,このⅣ/B比率の安定性という

問題の可否を検討する｡

対象郡市の昭和38年と41年,およぴ44年のN/B比率

(C)との間にほ,それぞれC41-1.05C38-0.02(r-

0.986), C44-1.11C88-0.03(r-0.969)の関係式が

成り立ち,強く相関していることがわかる｡つまり昭和

41年と44年のN/B比率ほ,この間の激しい人口変動に

もかかわらず, 38年のⅣ/B比率によってほぼ決定され

ているといえるo さらに各都市の昭和38年のN/B比率

を100とする指数で41年およぴ44年のそれの平均値と標

準偏差を求めると,それぞれ107(♂-7.5), 109(♂-15.0)

となり, N/B比率の安定という仮定がある程度成り立

つといえる｡しかしそれと共に,平均値が増大し,ばら

つきが拡大する傾向のあることが指摘される｡そこで次

に,各都市の人口変動とN/B比率の対応関係がどのよ

うになっているかを調べることにする｡

人口が増加した30都市について各都市のN/B比率の

最大値と最/ト値の差を調べると,最も大きい都市で0.63,

0.3以上が4郡市にすぎないのに対し,0.1以内の都市は

19にのぼる｡このことからも各都市のN/B比率が比較

的安定しているといえる.また, N/B比率の変動パタ

ーンによってこれらの都市を分類すると, (i)上昇･上
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Table 2 Basic-nonbasic ratio in 1963, 1966 and 1969

N/B Ratio
city

rl表
4 Yokobama

5 K6be

7 Kawasaki

8 Sapporo

9 Hukuoka

10 IIirosima

ll Sendai

13 Sizuoka

14 Eimezi

21 K6ti

23 Hunabasi

25 6miya

26 Omuta

28 Itikawa

30 Hu2;isawa

31 Kusiro

32 Morioka

37 Akasi

38 Beppu

39 Itami

42 Kamakura

43 Ty6h11

48 Tigasaki

50 Kadoma

51 Tomakomai

54 Eoganei

57 Tagawa

60 Tamano

65 Takasago

67 Akisima

71 Izumi-Otu

74 Easihara

1.40

1.74

1.10

1.48

1.93

1. 52

1.61

2. 09

2.13

2. 15

0. 76

0. 92

1.61

0. 77

0. 84

2. 15

1.54

0. 94

1.53

0. 82

0. 67

0. 56

0. 72

0. 34

1.57

0. 45

1.31

0. 78

0.47

0.62

0. 58

0. 74

81

1

1

1

1

1

1

1

2

2

2

0

0

1

0

0

2

1

1

1

0

0

0

0

0

1

0

1

0

0

0

0

0

56

95

13

72

91

52

74

32

35

24

76

99

55

82

86

08

64

05

53

89

72

58

81

45

94

47

57

81

49

66

57

82

昇15, (ii)上昇･下降12, (iii)下降･上昇2, (iv)下

降･下降1都市となり,しかも(ii)グループのうちの

8都市と(iii)グループに属する2都市の44年における

Ⅳ/B比率は基準年次よりも大きな値を示す｡さらに44

年のN/B比率が基準年次より小さい残りの5都市も

0.04-0.07の低下に留まる｡こうした事実は,人口増加

に伴ってN/B比率がJ=昇するというテイボーの仮定し

た真のN/B比率("true" S/T)が各都市に存在するこ

とを示唆する｡8)一方,人口の減少した都市ほ2事例し

かないため,一般化が困難であるが,これらの都市のⅣ

/B比率の上昇は, B活動の減少に対しN活動が時間的

ずれによって相対的に過剰となったためと思われる｡い

ずれ下降に向かう過渡的時点にあるといえよう｡

以上の検討によって,実の二Ⅳ/B比率が各都市に存在

し比較的安定していることが確認できた｡そこで,次節

においてB活動の変動に伴ってN活動と人口がどのよう

な変動形態を示すかを検討する｡

2･3 B活動･N活動･人口の変動形態

素3は昭和38-41年と41-44年の各3年間における対

象都市のB活動･ N活動･人口の諸要素の変化量を示し

たものである.この資料をもとに,この6年間のB活動

とN活動,および人口の変化量との間の相関係数を求め

ると,それぞれ0.85, 0.91となり, Ⅳ活動および人口の

変化がB活動のそれと密按な関係をもつことがわかる｡
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Table 3 Increase in basic activity, nonbasic acitvity and population

City
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5 K6be
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10 Hirosima
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しかし,前半3年と後半3年とに分けた場合, N活動と

ほ0.79, 0.88,人口とは 0.69, 0.90の相関係数を示

し,とくに前半3年間にこれら諸要素間の関係に乱れの

生じていることが推察される｡そこで次に,各都市のこ

れら要素の変動形態を調べることにする｡この考察のた

めに基準年次のN/B比率とP/B比率に各期間のB活動

の変化量を乗じて理論上のN活動と人口の変化量を求め

た｡

まず, N活動の変動形態から検討を始める｡両期間に

わたって3つの要素が共に増加した30都市のうち.前半

におけるN活動の増加が理論値(こ達しない(したがって

N/B比率が低下した) 4都市ほ, 13活動の増加に対し

てN活動が十分に増加しておらず,相対的なN活動不

足の状況を呈しているといえる｡福岡を除くこれら都

市の後半におけるN活動の増加が理論値を上廻るのは,

この不足を充足したものと考えられる.これに対して,

前半に理論値よりも多くのⅣ活動の増加を呈した都市

紘, B活動の増大に伴う増加分のほかに,従来不足して

いたN活動の補充,それらの波及効果による新たなN活

動の増加をみたものと考えられるが,問題となるのは後

半の動向である｡これらの都市の半数以上が後半にも理

論値を上廻る増加を呈しており,この期間におけるⅣ活

動の増加をB活動の増大に伴うものとして説明しつくす

ことが困難となる｡このような増加を生み出した要因と

しては,次の2つが考えられる｡その1つほ,実質所得

の増大や人口規模の増大に伴う専門的N活動の発生, N

活動相互の接触増加や,迂廻生産の増加による新しい.N

活動の付加などであり,他の1つはB活動とは無関係な

人口の増加である｡後者の可能性の有無を検討するた

め,後半にもN活動が理論値の2倍以上増加した都市に

ついて次の考察を試みた｡ N活動の人口に対する比率を

調べたところ,各年次の比率は極めて安定しているが,

僅かながら増大する｡この増加率分が全て前者の理由に

基づくものと仮定して,この分をN活動の増加量から差

引いても,やはり理論値を上廻り, B活動とほ無関係に

人口が増加し,それに伴ってN活動が増加したことを示

唆するoいずれにせよ, B活動に誘発されたとほ認めら

れないN活動の増加が存在するといえる｡一方, B活動

が減少した大牟田の後半と田川の両期間の場合,前者は

理論値に比較すれば僅かではあるが, N活動が減少して

いるのに対し,後者ほ両期間ともにN活動が微増を呈

し, N活動の独立的な増加のあることを示す｡

次に, B活動の変動に伴って人口がどのように変化し

たかを検討する｡両期間にわたって2つの要素が共に増

加した都市は30あるが,そのうち実際の人口増加が理論

値を上廻る都市は前半7,後半9を数えるにすぎない｡

70%以上の都市は理論値の40-90%の増加をみたに留ま

83

るoこれは人口増加の主体が扶養家族の少ない若年層で

あるためと思われる｡また,人口増加が理論値よりも多

くなる都市について,その期間のN活動の変動を調べた

ところ,いずれも理論値を上廻る増加を呈しており,
ち

活動とほ独立して人口とN活動が増加することを物語

る｡一方, B活動の減少した大牟田の後半と田川の両期

間についてほ人口が減少しているが,大牟田の前半の変

化が問題となる. B活動が増加しているにもかかわら

ず,人口が減少しているからである｡今後詳細な調査を

行なう必要がある｡

以上みてきたように, N活動および人口変動の主要因

ほB活動の増減ということができるが,それと共にB活

動の変動に誘発されたとは認めがたいN活動および人口

の独立的な変化のあることが指摘される｡これらの変動

のメカニズムを明らかにするためにほ,これまで二分剖

して取り扱った各産業相互の連関分析にまで立ちいたっ

て考察しなければならない｡しかしこの間題は'多くの

先学が指摘するように,経済的基盤説の限界を越えてお

り,地域投入産出分析によって解明されるべきものであ

ろう｡経済的基盤説に基づくB比率諸要素の変動に関す

る考察は, ｢B活動の変動が長期的にみてB比率諸要素

の比例的変化を自動的に引き起こし,一時的には諸要素

間の関係に乱れが生じても,終局的にはもとの平衡状態

に戻る｣というアンドリュ←スの仮説を検証するに留ま

る｡9)

む す び

以上において筆者は,都市の人口規模と修正N/B比

率の対応関係を中心にして経済的基盤説の二検証を試み

た.その結果,次の諸点が明らかになったo

(1)他市町村への通勤者をB活動の一部とみなすこと

により,対象都市全般にわたって人口規模の増大と共に

N/B比率が大きくなる傾向が看取できるようになっ

た｡しかし,同じ規模の都市では,大都市周辺都市がよ

り小さい比率を示す｡これほ他地域との相互依存関係が

強いためと考えられる｡

(2)大都市および大都市地域外に立地する都市群のN

/B比率は,ある人口規模を境とする段階的な上昇を示

す｡これほ人口規模に応じてB活動量が艮階的に集積す

ることに起因する｡この結果,一定の人口規模間隔に対

する一定のN/B比率という対応関係が認められるo

(3)対象都市の多くに其のNノB比率を示す右上りの

直線(true line)が存在し,比較的安定している｡

(4) B活動の変動とN活動および人口の変動との間に

ほ密接な関係が認められるが,一部にはB活動の変動に

誘発されたとは言いがたい人口およぴN活動の独立的な

変動が存在する｡
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